
コンクリートの高温特性とコンクリート構造物の耐火性能に関する研究委員会／WG1

第１回　議事録
日　時：2009年9月15日（火）　10:00～12 :00

場　所：日本コンクリート工学協会　第2会議室（12Ｆ）

出席者：神田亨主査、清宮理、鈴木淳一、原田和典、平島岳夫、道越真太郎（敬称略）

配布資料

1 過去の同種委員会における活動内容と本委員会での検討項目（案）（神田亨主査）
議　事

・JCI、土木学会では、過去に耐火関連の委員会が設置され、報告書としてまとめられている。

・資料1はこれら両報告書に記載された内容を項目ごとにまとめたもの。資料1を元に、委員会および本WGが取り扱うべき内容について、意見交換、検討を行った。

【火災事例】

・建築、土木ともに、近年比較的大きな火災被害事例があった。JCI、土木学会の報告書に記載されていない火災事例を中心に、損害額や復旧期間を含めて紹介してはどうか。

・近年,発生・報告された火災事例は以下の通り。

　　土木：カリフォルニアの高架橋（2007年4月）

　　　　　池袋の高架橋（2008年8月）

　　建築：デルフト工科大建築学科火災（2008年5月）

　　　　　バングラディッシュ高層ビル火災（2009年3月）

　　　　　マドリード・ウィンザービル火災の崩壊（2005年2月）

　　　　　RC建物の崩壊事例（丹羽博則、火災誌278号Vol. 55, No.5, 2005.10）

　　　　　鉄筋コンクリート構造物の火災事例について（安部武雄、安全工学シンポジウム2009）

・建築物の火災事例は土木分野に比べ圧倒的に多いものの、被害事例の公表に際しては建物オーナーの了解が必要なため、公表は難しい。

・国内で発生した火災事例は、総務省が火災1件ごとに詳細なデータを蓄積している。火災事例の過半は小火である。収集データの内容については、道越が調査する。

・建築分野の耐火試験ではISO曲線が用いられるが、壁床の断熱性が高い場合には、火災温度がISO火災よりも高くなる。高槻の火災では、コンクリートに溶融が認められた。

・火災後、冷却過程において構造物が損傷することがある。冷却下に留意すべき項目を抽出してはどうか。

【実大実験事例】

・建研で実施した車両燃焼実験の成果はスポンサーに帰属するので、詳細については公開できないが、発熱速度については公開可能。

・可燃物の発熱速度がわかれば、火災温度の計算が可能。可燃物の発熱速度を計算で求めることは難しい。

・載荷加熱実験例はWG1、材料の高温実験例はWG3の担当としたい。

・消火水によってコンクリートが受ける影響については、これまで検討が行われておらず、不明である。

・建築分野では高強度コンクリート部材の耐火実験は多数あるが、低強度のコンクリート部材の耐火実験例は少ない。

【解析】

・建築の耐火設計において、火災時の変形を解析で求めるケースは少ない。

・新しい解析技術として、原田委員オリジナルの、加熱を受けるコンクリートの熱水分移動解析がある。同解析は水蒸気圧を求めることができる

・研究レベルでは、実験結果と解析結果の比較を行い、解析精度の検討を行ったものがある。これについては道越が事例を調査する。

【設計の現状】

・建築分野では、耐火性能設計の大枠は体系化され既に完成している。

・プレストレス部材の耐火設計法については、建築学会のPC規準に、要求耐火時間に応じてかぶり厚さを確保する方法が示されている。

・土木分野では、首都高の指針案、ITAのガイドラインなどがある。

【耐火対策事例・耐火対策技術】

・爆裂防止や躯体温度の上昇を防ぐ目的で、モルタル、ボード、耐火塗料などで耐火被覆した実験例はいくつかある。

・コンクリートの爆裂防止対策として、PP繊維を混入した事例が建築・土木ともに増加している。

・耐火対策事例・耐火対策技術については、WG3が取り扱う内容と重なる部分があるので、WG間で調整が必要。

【設計指針案など】

・建築分野の性能設計に関しては、可燃物量、開口条件、壁床の熱慣性に基づいて、火災外力を求めている。一方、土木分野に関しては、火災外力算定法は無く、海外の火災温度曲線を用いている。

・火災工学分野で蓄積された知見を用いると、可燃物の発熱速度を条件として与えれば、火災温度の計算は可能。ただし、土木分野で想定される可燃物は、事故で損傷した車両や、漏出したガソリンなどバリエーションが多く、これらに着火したときの発熱速度の実態については明らかではない。

・トンネル内で火災が発生すると強制換気され、あたかもふいごで風を送る状態と同じで、可燃物が勢いよく燃えると考えられる。駐車場の耐火設計用に換気の影響が少ない環境で計測された車両の発熱速度データは、トンネル火災には適用できないと考えられる。トンネル火災用の車両発熱データは強制換気下で計測する必要がある。

・本委員会で、土木分野で採用すべき火災曲線の決め方のシナリオを示したい。

・橋梁の火災被害例はあるが、耐火対策が採られた事例はない。

・橋梁全てに耐火対策を求めるのは現実的には難しいと考えられる。事故発生確率の高い場所を重点的にケアしてはどうか。

・海外の土木構造物に求められる要求性能を調査してはどうか。

・海外の火災曲線の根拠を調査してはどうか。

・建築分野のルートAの耐火構造認定のようなシステムを土木分野に持ち込んではどうか。

次回WG1開催日：10月2日の委員会の場で、もしくは後日メール調整して決定する。

記録：道越
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